






































































































































































































































































































































A銀行に Bが， Cと称して C名義で定期預金をし， Bはこの定期預金を
担保に， C名義で 100万円の貸し付けを?受けたが， この金員は， BがCに







































































2) 好美清光 r~話取金銭による弁済についてJ 一橋論叢 95 巻 1 号 12 1'[以下。
3) 我妻栄・僚権各論下巻ー 1020夏以下(昭和 47)。
4) 井回友吉・最高裁判所判例解説民事篇昭和49年度583頁以下参照。
5) 物的関係と人的関係の区別については，搬稿・物権的返還議求権論序論 1~5 頁
参照(滋賀大学経済学部刊， 1972)。
6) 誤振込みは例えば次のようにして生ずる。振込依殺人Xが債権者Gへの債務支















8) 東京高判平成 18年 10J=I 18臼判符 1ヲ52号 96支は，夫婦AXの預金通l燦，印鑑





解説96頁参照)， Yが控訴し，本控訴答判決は，最高裁平成 15年3月 12臼汗l集








も作用しているが， X (訴訟代理人)としては， Xが八の損失で利得しているにせ
よ， Xの預金僚権が成立していることを前提にするためにXによる払戻請求をし，
Yの弁済における過失を問題とする争いとなった。ここでの法律関係は， (i) AB 






10) 福井章代「預金債権の帰属についてJ'l!Uタ 1213号 25頁がある。
11) 民法478条からは弁済時に善意であることを要するが，最判昭和48年 3月27日
民集27巻 2号 376Ji は，格殺予約条項に基づく相殺を?期限官官弁済と向視できると
構成し，ついで最判昭和 59年 2月23日民集第38巻 3号 445頁は貸付時に善意で
あればよいとする。ここでは担保権設定の合意と善意無過失が実質約な要件となっ
ているとみると理解しやすい。


















































18) 最(大)判昭和 39年 12月23臼民集 18巻 10号 2217JI (制限説)，最(大)半日昭和
45年 6月24日民集24巻 6号 587頁(無制限説)。



















































25) ①議明j王子成 15年2月21日民集57巻2号 21寅一一一 X損保会社の保険代理府A
建設工業株式会社が， Y信用組合に X:Ie代理して行う損保契約の専用口座として
iX(株)代理庖A建設工業(株)1刊名義の努通預金口座を繍設していたが，八が倒




るとの反対意見がある)。実体は， X (出調者)の物的返還請求権の主張に対し， Y
の相殺(動皮質権)の主張を認めなかった事案であり， i金銭については，所有と
占有が結合しているため，金銭の所有権は常に金銭の受領者(占有者)である受任
者にあるj との手u示には疑問がある。②最判平成 14年 l月17日民集56巻 1号
20頁 公共工事の請負約款に基づき良から工事役受注したA会社がれ信用金庫
lこY2保証会社の保証の下に開設した普遜預金口座lこ，県が前払金を振込んだが，
その後八の営業停止が生じたため，Y2保説会社が前払金残金につき県に代位弁済
した。その後破産宣告を受けたA会社の破産管財人Xが右預金残金の払戻しを求
め，YjY，が争った事案で，判決は，本件預金はA会役の一般財産から分別管理さ
れ特定性をもって保管されていて， これにつき登記，登録の方法がないから，委託
者である煤は第三者に対しても本件預金が信託財康であることを対抗することがで
きるのであって(信託法3条 l項参煩)，信託が終了して防法63条のいわゆる法定
信託が成立した場合も向様であるから，信託財産である本件預金はA会社の破産
財団に組み入れられることはないものということができる(同法 16条参照)とし
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て，本件事実関係の下においても保証会社(被上告人)がA会社から本件預金に
つき債権質等の担保の設定を受けたものとした原審の判断は相当ではないが， Xの
請求合棄却した結論は妥当とした判決である。
26) 最判平成 15年6f112臼民集57巻6号563][-弁護士X(まA会社から僚務緩
理事務の委任を受けて，その前払費用 500万円につき， B銀行lこXの倒人名義の
普遜預金口IAを開設した。八が滋費税等を滞納したため， Yがこの預金債権を差し
押さえ， Xが差押え無効確認を求めた。原審{ま Aの出t誌による金銭であるとして
Xの議求を棄却したが，最高裁は， Xは委任の趣旨lこ従って自己の他の財産と区別
して管理する方法として預金口践を憐設したもので， Xの預金{実権であるとして，
原審を破棄自利した({言託とみて，信託法 16条 1項等から，法廷意見と結論は!可
じとする補足意見がある)。受任者弁護士名義の預金口座にある委任者に引渡すべ
き金銭は I(委任の人的関係が反狭し浸透した)委任者のものJ(三宅正努・契約法
各論下巻964頁〔膏林議院 1988))とみるべきである。
342 
